
別紙

起業支援金の支給に関する要件

１ 対象者に関する要件

次に掲げる事項の全てに該当すること。

(1) 地域課題解決型起業支援事業費補助金交付要綱第３条第３号に規定する新たに起業する者であ

ること。

(2) 中小企業者以外の者（以下、「大企業」という。）から、次に掲げる出資又は役員を受け入れて

いない者であること。

ア 発行済株式の総数又は出資価額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有

イ 発行済株式の総数又は出資価額の総額の３分の２以上を複数の大企業が所有

ウ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上

(3) 北海道内に住民票を有し居住していること、又は、補助事業期間完了日までに北海道内に住民

票を移し居住することを予定していること。

(4) 法人の登記又は個人事業の開業の届出を北海道内で行う者であること。

(5) 法令順守上の問題を抱えている者でないこと。

(6) 申請を行う者又は設立される法人の役員が暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力との関係

を有する者ではないこと。

２ 対象事業に関する要件

次に掲げる事項の全てに該当すること。

(1) 北海道が地域再生計画において定める分野において、地域の課題の解決に資する次に掲げる事

項の全てに該当する社会的事業であり、新たに起業する事業であること。ただし、第一次産業（農

業・林業及び水産業）に分類される事業を除く。

ア 本道の地域社会が抱える課題の解決に資すること。

イ 提供するサービスの対価として得られる収益によって自律的な事業の継続が可能であるこ

と。

ウ 地域の課題に対し、当該地域における課題解決に資するサービスの供給が十分でないこと。

(2) 北海道内で実施する事業であること。

(3) 起業支援金の支給対象者の募集を開始した日以降、起業支援金の交付決定を受けた補助事業の

事業期間完了日以前に新たに起業する事業であること。

(4) 公序良俗に反する事業でないこと。

(5) 公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断される事業（風俗営業等の規制及び

業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２１号）第２条において規定する風俗営業等）

でないこと。


